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　平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所の事故を経験し、我々

はエネルギーに対する認識を大きく変えざるを得ない状況に至りました。

　現行のビジョンは、この大震災が発生した平成 23 年 3 月に策定したものですが、その考え方など

については、大震災以前に検討したものが反映されています。

　今回、ビジョンを改定するうえでは、国の大きなエネルギー政策の変更や情勢変化を認識し、求

められる施策を的確に実行することが必要です。

　エネルギー基本計画

　国のエネルギー基本計画は、エネルギー政策基本法（平成 14 年施行）に基づき、エネルギー需給

に関して総合的に講ずべき施策などについて閣議決定するものです。

　現行のエネルギー基本計画は、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所の事故後初めと

なる計画であり、平成 26 年 4 月に閣議決定されました。

　「安全性（ Safety ）」「安定供給 (energy Security) 」「経済効率性 (Economic Effi  ciency)」及び「環

境適合性 (Environment)」のいわゆる「3E ＋ S」を基本的視点に置き、加えて「国際性」「経済成長」

の視点も重要視しています。

　エネルギー需給については、各エネルギー源が持つサプライチェーン
※11

上の強みが最大限発揮され、

弱みが他のエネルギー源によって補完される多層的な供給構造が作られること、また、電力小売り

の全面自由化などが実施される電力システム改革
※ 2

などを通じて多様な主体が参加し、様々な選択肢

が用意される柔軟かつ効率的なエネルギー需給構造が作られることを求めています。

　原子力については、重要なベースロード電源
※12

であるとしたうえで、その依存度については、省エネ・

再エネの導入などにより、可能な限り低減させることとしています。

　再生可能エネルギーについては、温室効果ガス
※ 5

排出のない有望かつ多様で、重要な低炭素の国産

エネルギー源であり、3 年間、導入を最大限加速し、その後も積極的に推進していくこととし、固

定価格買取制度の適正な運用を基礎としつつ、環境アセスメント
※13

の期間短縮化の規制緩和などを今

後も推進するとともに、低コスト化・高効率化のための技術開発、大型蓄電池
※14

の開発・実証や送配

電網の整備などの取組を推進していくことを示しました。

　また、経済性や地域の特性に応じて、コージェネレーションや再生可能エネルギー「熱」等の利

用促進が示され、「水素社会」の実現に向けた取組を加速させるため、定置用燃料電池の普及促進や

燃料電池自動車の導入加速化に向けた環境整備なども示されています。

　更には、徹底した省エネルギー社会の実現とスマートで柔軟な消費活動の実現を図るため、各部

門における省エネルギーの強化やエネルギー供給の効率化を促進するためのディマンドリスポンス

（DR
※15

）の活用を推進することとされています。

第４章　エネルギーを巡る環境の変化
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　長期エネルギー需給見通し

　経済産業省では、エネルギー基本計画の方針に基づき、平成 27 年 7 月に長期エネルギー需給見通

しを決定しました。

　需給見通しは、政策の基本的な方向性に基づいて施策を講じたときに実現されるであろう将来

（2030 年度）のエネルギー需給構造の見通しであり、あるべき姿を示すものです。

　2030（平成 42）年度のエネルギー需給構造の見通しについて、2013（平成 25）年度実績に比べ、5,030

万 kl 程度の省エネを実施することで、エネルギー需要を 326 百万 kl 程度と見込んでいます。

　また、2030（平成 42）年度の電源構成については、徹底した省エネルギー（節電）の推進を行い、

2030（平成 42）年度時点の電力需要を 2013（平成 25）年度実績とほぼ同じレベルまで押さえ込む

ことを見込み、また、再生可能エネルギーについては、自然条件によらず安定的な運用が可能な「地

熱・水力・バイオマス」による原子力との置き換えを見込む一方、不安定な太陽光と風力は、国民

負担抑制とのバランスを踏まえつつ、電力コストを現状よりも引き下げる範囲で最大限導入するこ

とを見込んでいます。

エネルギー需要

徹底した省エネ
5,030万kl程度

361百万kl

経済成長
1.7％／年

最終エネルギー消費
326百万kl程度

電力
25％

熱
ガソリン
都市ガス等
75％

2013年度
（実績）

2030年度
（省エネ対策後）

2030年度

（対策前比▲13％程度）

一次エネルギー供給

電力
28％
程度

再エネ13～14％
程度 自給率24.3％

程度原子力11～10％
程度

天然ガス
18％
程度

石炭25％
程度

LPG3％程度

石油30％
程度

熱
ガソリン
都市ガス等
72％程度

489百万kl程度

出典：経済産業省　長期エネルギー需給見通し
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　このようなことを踏まえ、2030（平成 42）年度における電源構成では、再生可能エネルギーは 22

～ 24％とされています。

　なお、当該長期需給見通しを構成する諸要素が変化することも想定されることから、少なくとも

3 年ごとに行われるエネルギー基本計画の検討に合わせて、必要に応じ見直すこととされています。

出典：経済産業省　長期エネルギー需給見通し

電力需要 電源構成

徹底した省エネ
1,961億kWh程度

省エネ＋再エネで
約4割

経済成長
1.7％／年

（送配電ロス等）

（総発電電力量）

12,780億kwh程度

（総発電電力量）

10,650億kwh程度

電力
9666億kwh

2013年度
（実績）

2030年度 2030年度

（対策前比▲17％）

電力
9808億kwh
程度

再エネ
19～20％
程度

原子力
18～17％
程度

LNG
22％程度

石炭
22％程度

再エネ
22～24％
程度

地熱
1.0～1.1％程度

水力
8.8～9.2％

原子力
22～20％
程度

LNG
27％程度

石炭
26％程度

省エネ
17％程度

石油2％程度 石油3％程度

バイオマス
3.7～4.6％程度
風力1.7％程度

太陽光7.0％程度
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　平成 24 年 7 月から開始された「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」は、太陽光や風力など

の再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で買い取ることを国が約束する制度

です。電力会社が買い取る費用を、電気を利用する家庭や企業から賦課金という形で集め、今はま

だコストの高い再生可能エネルギーの導入を支えていくものです。

　この制度の活用が進んだ結果、全国で再生可能エネルギーの導入が飛躍的に進みました。ただし、

そのほとんどは太陽光発電の導入によるものです。

　地熱・温泉熱、小水力、バイオマスといった事前に調査や許認可手続などに時間を要するエネルギー

においても、地場企業や地域コミュニティを巻き込み導入に向けた動きが進んでいます。

湯けむり発電システム（別府市） 緒方井路小水力発電所（豊後大野市）

４－２　固定価格買取制度

再生可能エネルギー

電気を
ご利用の
皆様

電力会社など

発電された電気 賦課金
電力会社の送電線に
つないで送ります

太陽光発電

施設 住宅 事務所

風力発電 水力発電 バイオマス発電 地熱発電

買取費用の
支払い

出典：資源エネルギー庁
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（平成27年10月末）
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　その一方、急激な太陽光発電の導入により、制度開始から 2 年を経過した平成 26 年 9 月には、九

州電力株式会社が、接続可能量の問題から管内全域で接続申込の回答を保留する事態となりました。

　その後、国による電力会社の接続可能量の検証や拡大方策の検討が暫時行われ、平成 26 年 12 月

には、固定価格買取制度の運用見直しが公表され、太陽光発電に関しては、無補償の発電抑制を可

能とする仕組みの導入や調達価格の決定時期を「接続申込時」から「接続契約時」に変更するなど

の方向性が示され、必要な規則改正などが実施されました。

　その結果、平成 27 年 4 月における九州電力（株）が行った売電契約の申請件数が前年同月の 7,100

件から 90％近く減少した 800 件程度となり、太陽光発電の急拡大の動きが収束しつつあることが明

らかとなっています。

　電力会社による回答保留は解除されていますが、接続地域近辺の系統の空き容量不足（ローカル

系統制約）の問題は顕在化したままであり、解決のための系統増強工事のため、多額の負担金や数

年間に渡る対策工事期間を求められているケースもあり、導入までの準備期間が長い、地熱・温泉熱、

小水力などの事業者が事業の途中で撤退を検討せざるを得なくなるといった事態も起こっています。
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　平成 27 年 9 月に、経済産業省において、再生可能エネルギーを持続可能な形で長期安定的なエネ

ルギー源として導入拡大させるため、①長期エネルギー需給見通しで示された再生可能エネルギー

の導入の姿を実現させるための仕組みを構築、②国民負担の抑制の観点を踏まえ、最も効率的な形

で再生可能エネルギーの導入を実現する仕組みを構築、③電力システム改革
※ 2

の成果を活かしながら、

効率的な形での電力の取引・流通の実現を通じて、再生可能エネルギーの導入拡大に結びつけてい

く仕組みを構築という観点から、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会の中に「再生可能エネ

ルギー導入促進関連制度改革小委員会」を設置し、固定価格買取制度などの見直しに向けた議論を

行いました。

　議論の結果などを踏まえ、平成 29 年 4 月 1 日（一部は平成 28 年 10 月 1 日）を施行期日とした「電

気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法等の一部を改正する法律案」が

閣議決定されました。
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　また、再生可能エネルギーの導入が進む一方で、新たな問題も発生しています。

　再生可能エネルギーの導入に当たり、十分に地域社会との調整が図られないまま設置が進んだこ

となどにより、景観上の問題や、防災や安全上の問題が生じ、トラブルが発生している地域があり

ます。

　貴重な電源として、固定価格買取制度後も再生可能エネルギーが長期的・安定的に利用され続け

るためには、地域に根付き、地域と共生することが不可欠です。

　県では、新エネコーディーネーターを設置し、系統接続や事業性に関する各種相談を受けるなかで、

法令遵守や地域理解の必要性などを事業者に説明しています。

　また、県内市町村では、再生可能エネルギーの設置に関する条例や指導要綱を制定し、一定規模

以上の設備に関して、事前の地元説明会や完成後の現況報告を求めるといった対策を求める動きも

広がっています。
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　電力の安定供給の確保、電気料金の最大限の抑制、電気料金の選択肢や企業の事業の機会拡大を

目的として、平成 24 年 7 月に「電力システム改革
※ 2

の基本方針」が閣議決定され、現在、改革が進ん

でいます。平成 27 年 4 月には、地域を越えた電気の融通を拡大するための司令塔として、「広域的

運営推進機関」が創設されました。

　また、平成 28 年 4 月からは一般家庭も含め、電気の小売りの全面自由化が、そして平成 32 年 4

月には、電力会社の発送電部門の法的分離が予定されています。

　これら一連の改革をとおし、家庭でも電力会社が選択できるようになりますし、再生可能エネル

ギーや分散型エネルギー
※ 8

の活用、電気の地産地消
※16

、電気のスマートな消費などが進むことで、新た

な産業や雇用の創出が大いに期待されます。

　なお、電力システム改革とともに、ガスシステム改革も進行しており、平成 29 年度には小売りの

全面自由化が予定されています。

４－３　電力システム改革
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　平成 26 年 6 月に経済産業省において、今後の水素エネルギーの利活用のあり方に関する「水素・

燃料電池戦略ロードマップ」がとりまとめられました。水素の利活用については、技術的課題の克

服や経済性の確保に要する期間の長短に着目し、フェーズを分けて取組を進めていくこととしてい

ます。

　平成 26 年度からは燃料電池自動車の販売が開始され、県内においても、民間企業による水素ステー

ションの整備が計画されています。

　また、水素エネルギーの持つ特性を活かし、災害に強いまちづくりや、環境負荷の少ない地域づ

くりなどが大いに期待されています。

４－４　水素社会


